
◎
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成
二
七
年
三
月
三
一
日
法
律
第
九
号
）

一
、
提
案
理
由（
平
成
二
七
年
三
月
四
日
・
衆
議
院
財
務
金
融
委
員

会

）

○
麻
生
国
務
大
臣

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
所
得
税
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
案
に
つ
き
ま
し
て
、
提
案
の
理
由
及
び
そ
の
内
容
を
御

説
明
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

政
府
は
、
デ
フ
レ
脱
却
と
経
済
再
生
、
地
方
創
生
へ
の
取
り
組
み
、
経

済
再
生
と
財
政
健
全
化
の
両
立
、
国
境
を
越
え
た
取
引
等
に
係
る
課
税
の

国
際
的
調
和
、
震
災
か
ら
の
復
興
支
援
な
ど
の
観
点
か
ら
、
国
税
に
関
し

所
要
の
施
策
を
講
ず
る
た
め
、
本
法
律
案
を
提
出
し
た
次
第
で
あ
り
ま

す
。以

下
、
こ
の
法
律
案
の
内
容
に
つ
き
ま
し
て
御
説
明
を
さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
す
。

第
一
に
、
デ
フ
レ
脱
却
と
経
済
再
生
に
向
け
、
法
人
税
に
つ
き
ま
し
て

は
、
税
率
の
引
き
下
げ
並
び
に
欠
損
金
繰
越
控
除
制
度
及
び
受
取
配
当
等

益
金
不
算
入
制
度
の
見
直
し
、
住
宅
取
得
等
の
資
金
に
係
る
贈
与
税
の
非

課
税
措
置
の
延
長
、
拡
充
、
非
課
税
口
座
内
の
少
額
上
場
株
式
等
に
係
る

配
当
所
得
及
び
譲
渡
所
得
等
の
非
課
税
措
置
の
拡
充
等
を
行
う
こ
と
と
い

た
し
て
お
り
ま
す
。

第
二
に
、
地
方
創
生
に
向
け
、
地
方
創
生
に
資
す
る
投
資
促
進
税
制
の

創
設
、
外
国
人
旅
行
者
向
け
消
費
税
免
税
制
度
の
拡
充
、
結
婚
・
子
育
て

資
金
の
一
括
贈
与
に
係
る
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
の
創
設
等
を
行
う
こ
と

と
い
た
し
て
お
り
ま
す
。

第
三
に
、
経
済
再
生
と
財
政
健
全
化
を
両
立
す
る
た
め
、
消
費
税
率
引

き
上
げ
の
施
行
日
の
変
更
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。

第
四
に
、
国
境
を
越
え
た
取
引
等
に
係
る
課
税
の
国
際
的
調
和
を
図
る

た
め
、
国
境
を
越
え
た
役
務
の
提
供
に
対
す
る
消
費
税
の
課
税
の
見
直

し
、
国
外
転
出
を
す
る
場
合
の
有
価
証
券
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
特
例

の
創
設
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。

第
五
に
、
震
災
か
ら
の
復
興
を
支
援
す
る
た
め
、
福
島
で
事
業
を
再
開

す
る
た
め
の
投
資
費
用
を
積
み
立
て
や
す
く
す
る
た
め
の
準
備
金
制
度
の

創
設
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
財
産
及
び
債
務
の
明
細
書
の
見
直
し
等
を
行
う
と
と
も

に
、
土
地
の
売
買
等
に
係
る
登
録
免
許
税
の
特
例
等
に
つ
い
て
、
そ
の
適

用
期
限
の
延
長
や
整
理
合
理
化
等
を
行
う
こ
と
と
い
た
し
て
お
り
ま
す
。

以
上
が
、
こ
の
法
律
案
の
提
案
の
理
由
及
び
そ
の
内
容
で
あ
り
ま
す
。

何
と
ぞ
、
御
審
議
の
上
、
速
や
か
に
御
賛
同
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
よ
ろ

し
く
お
願
い
を
申
し
上
げ
ま
す
。

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

一
九



二
、
衆
議
院
財
務
金
融
委
員
長
報
告（
平
成
二
七
年
三
月
一
三
日
）

○
古
川
禎
久
君

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
各
法
律
案
に
つ
き
ま
し

て
、
財
務
金
融
委
員
会
に
お
け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
申
し

上
げ
ま
す
。

ま
ず
、
内
閣
提
出
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
は
、
デ

フ
レ
脱
却
と
経
済
再
生
、
地
方
創
生
へ
の
取
り
組
み
、
経
済
再
生
と
財
政

健
全
化
の
両
立
、
税
制
の
国
際
的
調
和
、
震
災
か
ら
の
復
興
支
援
な
ど
の

観
点
か
ら
、
国
税
に
関
し
、
所
要
の
施
策
を
講
ず
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…（
略
）…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

内
閣
提
出
の
法
律
案
は
去
る
二
月
二
十
六
日
、
古
川
元
久
君
外
三
名
提

出
の
法
律
案
は
三
月
三
日
、
そ
れ
ぞ
れ
当
委
員
会
に
付
託
さ
れ
、
四
日
、

麻
生
財
務
大
臣
及
び
提
出
者
古
川
元
久
君
か
ら
提
案
理
由
の
説
明
を
聴
取

し
た
後
、
両
案
の
質
疑
に
入
り
、
本
日
、
安
倍
内
閣
総
理
大
臣
に
対
す
る

質
疑
を
行
い
、
質
疑
を
終
局
い
た
し
ま
し
た
。
次
い
で
、
古
川
元
久
君
外

三
名
提
出
の
法
律
案
に
つ
い
て
内
閣
の
意
見
を
聴
取
し
た
後
、
両
案
を
一

括
し
て
討
論
を
行
い
、
順
次
採
決
い
た
し
ま
し
た
と
こ
ろ
、
古
川
元
久
君

外
三
名
提
出
の
法
律
案
は
賛
成
少
数
を
も
っ
て
否
決
す
べ
き
も
の
と
決

し
、
内
閣
提
出
の
法
律
案
は
賛
成
多
数
を
も
っ
て
原
案
の
と
お
り
可
決
す

べ
き
も
の
と
決
し
ま
し
た
。

な
お
、
内
閣
提
出
の
法
律
案
に
対
し
附
帯
決
議
が
付
さ
れ
ま
し
た
こ
と

を
申
し
添
え
ま
す
。

以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

○
附
帯
決
議（
平
成
二
七
年
三
月
一
三
日
）

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

税
制
抜
本
改
革
法
第
七
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
消
費
税
率
の
引
上
げ

を
踏
ま
え
て
、
低
所
得
者
に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
の
施
策
に
つ
い
て
検

討
し
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

一

税
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
目
下
の
デ
フ
レ
脱
却
・
経
済
再
生
に

向
け
た
対
応
と
と
も
に
、
今
後
と
も
、
格
差
の
固
定
化
に
つ
な
が
ら
な

い
よ
う
機
会
の
平
等
や
世
代
間
・
世
代
内
の
公
平
の
実
現
、
簡
素
な
制

度
の
構
築
と
い
っ
た
考
え
方
の
下
、
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
。

一

高
水
準
で
推
移
す
る
申
告
件
数
及
び
滞
納
税
額
、
経
済
取
引
の
国
際

化
・
広
域
化
・
高
度
情
報
化
に
よ
る
調
査
・
徴
収
事
務
等
の
複
雑
化
に

加
え
、
近
年
の
国
税
通
則
法
の
改
正
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
伴

う
税
制
改
正
へ
の
対
応
な
ど
に
よ
る
事
務
量
の
増
大
に
鑑
み
、
適
正
か

つ
公
平
な
課
税
及
び
徴
収
の
実
現
を
図
り
、
歳
入
を
確
保
す
る
た
め
、

定
員
の
確
保
、
国
税
職
員
の
職
務
の
困
難
性
・
特
殊
性
を
適
正
に
評
価

し
た
給
与
水
準
の
確
保
な
ど
処
遇
の
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環

境
の
整
備
に
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

二
〇



三
、
参
議
院
財
政
金
融
委
員
長
報
告（
平
成
二
七
年
三
月
三
一
日
）

○
古
川
俊
治
君

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
両
法
律
案
に
つ
き
ま
し

て
、
委
員
会
に
お
け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
申
し
上
げ
ま

す
。ま

ず
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
は
、
デ
フ
レ
脱
却
と

経
済
再
生
、
地
方
創
生
へ
の
取
組
、
経
済
再
生
と
財
政
健
全
化
の
両
立
、

国
境
を
越
え
た
取
引
等
に
係
る
課
税
の
国
際
的
調
和
、
震
災
か
ら
の
復
興

支
援
な
ど
の
観
点
か
ら
、
国
税
に
関
し
、
所
要
の
施
策
を
講
じ
よ
う
と
す

る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
大
久
保
勉
君
外
九
名
発
議
の
法
人
税
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
と
一
括
し
て
議
題
と
し
、
消
費
税
率
一
〇
％
へ

の
引
上
げ
延
期
に
際
し
景
気
判
断
条
項
を
削
除
す
る
理
由
、
法
人
実
効
税

率
引
下
げ
の
効
果
、
大
規
模
な
法
人
を
対
象
に
法
人
税
額
等
の
公
示
制
度

を
創
設
す
る
必
要
性
、
出
国
時
の
譲
渡
所
得
課
税
の
特
例
の
創
設
目
的
と

課
税
上
の
問
題
点
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
よ
る
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗

状
況
と
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
に
対
す
る
我
が
国
の
対
応
等
に
つ
い
て
質
疑

が
行
わ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の
詳
細
は
会
議
録
に
よ
っ
て
御
承
知
願
い
ま

す
。所

得
税
法
等
改
正
案
に
つ
い
て
質
疑
を
終
了
し
、
討
論
に
入
り
ま
し
た

と
こ
ろ
、
民
主
党
・
新
緑
風
会
を
代
表
し
て
尾
立
源
幸
委
員
、
日
本
共
産

党
を
代
表
し
て
大
門
実
紀
史
委
員
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
反
対
す
る
旨
の
意
見

が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

討
論
を
終
了
し
、
採
決
の
結
果
、
本
法
律
案
は
多
数
を
も
っ
て
原
案
ど

お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し
ま
し
た
。

な
お
、
本
法
律
案
に
対
し
附
帯
決
議
が
付
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…（
略
）…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

○
附
帯
決
議（
平
成
二
七
年
三
月
三
一
日
）

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

税
制
の
公
平
性
等
を
確
保
す
る
た
め
、
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
態

調
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
書
を
踏
ま
え
、
適
用
実
績
の
把
握
と
効
果

の
検
証
を
十
分
に
行
う
と
と
も
に
、
効
果
が
不
明
確
な
も
の
等
は
縮
減

・
廃
止
す
る
な
ど
、
租
税
特
別
措
置
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
推
進
す
る

こ
と
。

一

企
業
の
国
際
競
争
力
強
化
や
産
業
の
空
洞
化
防
止
等
の
た
め
に
行
わ

れ
る
法
人
税
改
革
に
あ
わ
せ
て
、
実
質
的
な
法
人
税
負
担
率
の
状
況
や

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
お
け
る
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
（
税
源
浸
食
と
利
益
移
転
）
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
議
論
等
を
踏
ま
え
、
大
規
模
な
多
国
籍
企
業
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な

活
動
・
納
税
実
態
の
把
握
の
た
め
の
仕
組
み
等
に
つ
い
て
検
討
し
、
そ

の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

二
一



一

車
体
課
税
に
つ
い
て
は
、
車
が
地
方
で
の
生
活
に
欠
か
せ
な
い
も
の

と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
税
制
抜
本
改
革
法
第
七
条
の
趣
旨
等
に

沿
っ
て
、
安
定
的
な
財
源
を
確
保
し
た
上
で
、
地
方
財
政
に
も
配
慮
し

つ
つ
、
簡
素
化
、
負
担
の
軽
減
及
び
グ
リ
ー
ン
化
の
観
点
か
ら
見
直
し

を
推
進
す
る
こ
と
。

一

高
水
準
で
推
移
す
る
申
告
件
数
及
び
滞
納
税
額
、
経
済
取
引
の
国
際

化
・
広
域
化
・
高
度
情
報
化
に
よ
る
調
査
・
徴
収
事
務
等
の
複
雑
化
に

加
え
、
近
年
の
国
税
通
則
法
の
改
正
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
伴

う
税
制
改
正
へ
の
対
応
な
ど
に
よ
る
事
務
量
の
増
大
に
鑑
み
、
適
正
か

つ
公
平
な
課
税
及
び
徴
収
の
実
現
を
図
り
、
歳
入
を
確
保
す
る
た
め
、

定
員
の
確
保
、
国
税
職
員
の
職
務
の
困
難
性
・
特
殊
性
を
適
正
に
評
価

し
た
給
与
水
準
の
確
保
な
ど
処
遇
の
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環

境
の
整
備
に
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。
特
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
お
け
る

Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
議
論
等
を
踏
ま
え
、
国
際
税
務
に
精
通
す

る
職
員
の
育
成
や
定
員
の
確
保
等
、
従
来
に
も
増
し
た
税
務
執
行
体
制

の
整
備
に
努
め
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

二
二


